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電圧調整機能の公募調達における
必要量等の検討について

2022年5月25日
北海道電力ネットワーク株式会社

第７３回調整力及び需給バランス評価等に
関する委員会 資料５別紙



2はじめに

○ 北海道エリアでは、ブラックアウト再発防止策（北本連系地点の短絡容量確保）や、軽負荷期の

電圧対策を目的に、北海道エリアの調整力提供者が所有する火力発電設備に対して、NW要請に

よる追加起動を行っていた。一方で、調整力契約には、計画的な運転要請や燃料確保に係る取り

決めがなく、燃料制約により要請に応じることが困難となる場合がある。

○ 電圧調整を行う電源は、特定の地域に立地していることが必要であり、対象となる電源が限定される

ことから、相対取引による調達も考えられるが、2022年3月の制度設計専門会合において、北海道

エリアの電圧調整電源については、調整力公募ガイドラインに基づき、2023年度分から公募による調

達を行うことと整理された。

○ 今回、電圧調整のために追加並列が必要となる電源の公募実施にあたり必要調達量について検討

した。



3（参考）制度設計専門会合での整理内容①
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4（参考）制度設計専門会合での整理内容②
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5電圧対策の必要性（基幹系電圧対策）

○北海道エリアの基幹系統では、調相設備のほか、主に火力発電機や揚水発電機および新北本連系

設備による無効電力の調整によって電圧を適正範囲に維持している。

○軽負荷時期は並列する発電機数が限定され、基幹系統の電圧が適正範囲の上限に達することがあ

り、作業等によって大型火力発電機が停止した場合には、基幹系統の無効電力調整能力が不足し、

電圧を適正範囲に維持することが困難になるおそれがある。このため、基幹系統において無効電力調

整能力が不足しないよう追加対策が必要となる。
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6電圧対策の必要性（北本安定運転維持）

○北海道エリアにおいて、周波数低下時の北本連系設備の緊急受電はブラックアウトを回避するために

重要である。

○北本連系設備は900MWのうち、600MWは他励式の交直変換装置であり、発電機の停止等に

よって交流系統の短絡容量が低下すると電圧不安定振動が発生し、緊急受電時に容量上限値ま

で電力融通を行えないおそれがある。そのため、北海道エリアの交流系統の変換所地点において充分

な短絡容量を確保する必要がある。
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7必要調達量の算定（基幹系電圧調整）

〇北海道エリアでは、軽負荷時には火力発電機3台が並列しており、大型発電機停止時は代替となる火
力発電機を含めた無効電力が平常時と比較し減少するため、電圧を適正範囲に維持するための無効
電力調整能力が充分に確保されない状況となる。

〇以下の前提条件を想定し、道央基幹系ループ系統の電圧運用許容範囲を満足するための無効電力
必要調達量を算定する。
・至近年度最小需要（2020年8月31日2時実績：2265MW）
・無効電力調整能力が最も高い発電機の停止期間
・需給運用上想定される火力および水力発電機の運転や調相設備を考慮

〇また、軽負荷時の道央基幹系ループ系統の電圧を適正範囲に維持するために道央以外の地域で無効
電力を調整する場合は、その付近の電圧のみが調整され道央圏は適正範囲を逸脱する可能性がある
ことから、道央基幹系ループ系統に接続する発電機での無効電力の調整が必要となる。
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8公募概要（基幹系電圧調整）

対象設備 ：道央基幹系ループ系統に接続する発電機※

運転条件 ：無効電力調整能力が最も高い発電機が停止する期間
（計画停止等の具体的な期間は別途提示）

必要調達量：道央基幹系ループ系統の電圧運用許容範囲を満足するために必要な無効電力調
整能力 -70Mvar

※具体的な対象発電機の事業者への提示方法については、意見募集結果も踏まえ、別途、募集要綱の中で示す。



9必要調達量の算定（北本安定運転維持）

〇北本連系設備の融通受電は短絡容量比で決定され、緊急受電時に容量上限値まで電力融通を行う
ためには、函館変換所地点において北本連系設備（他励式）の設備容量（600MVA）の3倍程
度以上（1800MVA以上）の短絡容量を確保する必要がある※1 。

〇短絡容量は、並列発電機の背後インピーダンスや連系用変圧器および送電線等のインピーダンスにより
算出されるが、函館変換所地点における短絡容量確保のためには短絡電流の供給源となる発電機で
の対応が有力であることを勘案し、既設発電機の背後インピーダンス等の諸量を用いることとして、発電
機の出力規模を必要調達量として提示する。

〇以下の前提条件を想定し、必要調達量の算定する。
・同期発電機の並列台数が少ない軽負荷時期
・軽負荷時期に想定される水力発電機の運転を考慮
・需給運用上必要となる火力発電機の運転を考慮
・最大規模発電所である苫東厚真発電所の脱落時を最過酷条件として、短絡容量の算定に苫東厚
真発電所の運転状態は考慮しない※2

平成30年北海道胆振東部地震に伴う大規模停電に関する検証委員会 最終報告（抜粋）

※1

※2



10必要調達量の算定（北本安定運転維持）

〇前提条件に基づき算定した結果、北本連系設備の安定運転に必要な短絡容量を確保するためには、
函館変換所近傍の道南地域での合計350MW以上の同期発電機、または、道央地域での合計
600MW以上の同期発電機が必要となる。

〇そのため、通年において道南地域または道央地域で上記容量の同期発電機の追加並列が必要になる。
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11公募概要（北本安定運転維持）

対象設備 ：基幹系統に接続する同期発電機※

運転条件 ：通年での並列（対象発電機が停止する場合は代替電源を並列）

必要調達量：函館変換所地点における短絡容量が北本連系設備（他励式）の3倍程度以上を
満足するために必要な発電機
道南地域で合計350MW以上、または、道央地域で合計600MW以上

※具体的な対象発電機の事業者への提示方法については、意見募集結果も踏まえ、別途、募集要綱の中で示す。



12今後のスケジュール

○ 公募に向けては、別途、意見募集等を行い、募集要項の作成を行ったうえで、2023年度分の調整

力公募により電圧調整電源の調達を行う予定である。
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